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インドネシア新首都開発の概要
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首都移転の経緯
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新首都
（ヌサンタラ）

ジャカルタ

• 地理的にインドネシアの中心に位置する
• 近隣に既存の都市（バリクパパン、サマリンダ）が

あり、インフラが比較的整っている。
• 自然災害（特に地震や火山）の発生リスクが低い
• 政府による利用可能な用地が十分にある

首都移転の理由
• ジャカルタ及びジャワ島への経済活動の集中、それ

に伴うジャワ島とジャワ島外との経済格差
• ジャカルタの著しい人口増加、それに伴うジャカル

タの生活環境の悪化（地盤沈下や交通渋滞）

移転先（東カリマ
ンタン州のヌサン
タラ）の選定理由

(首都移転の経緯)
ジョコ政権による首都移転検討
開始

2017年〜

ジョコ大統領首都移転構想表明2019年8月
首都移転MP策定2020年
首都移転法可決2022年1月
IKNで独立記念式典2024年8月

約1,200km
ジャカルタからバリクパパン
まで飛行機で約2時間,
バリクパパンから新首都まで
車で約2時間(現状)
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1.  政府コアエリア
KIPP-6,671 hectares 

2. 経済・金融エリア
West IKN -17,206 hectares 

3. 再生可能エネルギーエリア
South IKN -6,753 hectares 

4. 観光・レジャーエリア
East IKN 1-9,761 hectares

Water Area: 68,188ha新有料道路
（バリクパパン - ヌサン
タラ コアエリア)

IKNのゾーン別開発計画

出典:BAPPENAS提供資料

5. 教育サービスエリア
North IKN -12,067 hectares 

6. イノベーション・研究エリア
East IKN 2-3,720 hectares 

7. 農産物, 貿易・物流エリア
Simpang Samboja -2,986 hectares 

8. 農産業エリア
Kuala Samboja -4,299 hectares 

9. 水産・農業エリア
Muara Jawa -9,084 hectares 

１

陸域エリア
256,142ha

KIKN
（2~6）
都市エリア
56,180ha

KIPP
（1）

政府コアエ
リア

6,671ha

KP-IKN
拡張エリア
199,962ha
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“World-class city for all”
–IKN as a superhub

新首都開発のビジョン・コンセプト・KPI
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ビジョン・コン
セプト・KPI

• ビジョン：“World-class city for all”
• 3つの開発コンセプト: “Forest City”(総面積の75％をGreen Areaに)、”Sponge City”(水循環システ

ム、雨水吸水等)、“Smart City”(ICT、データマネジメントを活用等)
→これらの実現に向けた8分野24のKPIを設定。

[Vision of Nusantara] [8 Principles and 24KPIs]

[3 Development Concept]
 75% Green area in the IKN area 

(65% forest & 10% green cover)
 50% green area in the KIKN & KIPP

Forest 
City

 A circular water system that 
combines architecture, urban 
design, infrastructure and 
sustainable principles

 Planning areas act like sponges 
absorbing rainwater, filtering 
through natural processes and 
releasing water into dams, 
waterways and aquifers

Sponge 
City

 The smart city component 
identifies value-added elements 
that take advantage of advances in 
information & communication 
technology, urban data 
management, and digital 
technology to provide greater 
benefits to IKN as a whole.

Smart 
City

出典:BAPPENAS、OIKN提供資料より作成
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産業クラスター開発
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- Locally Integrated, Globally Connected, Universally Inspired -



新首都開発の最新の状況
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政府コアエリアの開発
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1A
中核地区

1B

1C

出典:OIKN
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投資機会

⺠間投資・PPP向け支援サイトinvestara（https://investara.ikn.go.id/home）で各ロットの詳細情報が提
供されている

出典:OIKN
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IKNにおける投資ステップ

• 新首都への直接投資に際しては、まずは新首都庁に関心表明(LOI)を提出。その後、開発候補地の紹介、
新首都庁との協議、土地利用許認可、開発許可と進展。

(1) Submission of Letter of 
Interest (Letter of Intent -
LOI)
•Investors submit LoI containing 3 
main pieces of information
•1) location
•2) required land area
•3) estimated investment value
•LoI can be submitted through the 
official website investara.ikn.go.id

(2) Company 
Feasibility Analysis
Investors prepare and submit 
legal documents that 
demonstrate the company's 
eligibility to invest in IKN

(3) Land 
Recommendation
OIKN provides land 
recommendations to investors 
in accordance with the IKN 
Spatial Plan

(4) 1-on-1 Meeting
Direct meetings with investors 
to present company feasibility 
analysis and land 
recommendations

(5) Land 
Recommendation
Investors approve the land 
recommendation by providing a 
Letter of Confirmation (LoC)

(6) Land Allocation 
Decree
Investors receive a Land Allocation 
Decree as confirmation of their 
selected land, with the obligation 
to make ongoing contribution 
payments

(7) Land Utilization 
Agreement
The Land Allocation Decree issuance 
process is carried out simultaneously 
with the discussion of the Land 
Allocation Cooperation Agreement

(8) Signing of the 
Cooperation Agreement 
(PKS)
The signing of the PKS investor 
agreement is carried out 
simultaneously or close to the receipt 
of the Land Allocation Decree

(9) Business and 
Development Permits
Investors process business permits, 
development permits, and other 
required certificates at the IKN
Construction Period: Once permits are 
in place, investors can begin 
construction at the IKN

出典：https://investara.ikn.go.id/home/panduan-investasi
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IKNにおける税制および関税優遇措置
• 新首都への投資に対しては、2023年政府規則第12号および2024年財務大臣規則第28号によって様々な

投資インセンティブ(税制優遇、土地使用期間、政府支援等)が提供される。
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investaraによる投資手続き支援
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• OIKNは⺠間投資・PPP向け支援サイトinvestaraを開設 https://investara.ikn.go.id/home
• 関連法令や投資インセンティブ等、IKNでの⺠間投資・PPPに関する情報が入手可能。
• LOIの提出及びその後のOIKNとの会議調整等が可能。

https://investara.ikn.go.id/home
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「インドネシア国新首都圏3都市
開発計画策定プロジェクト」の紹介

3
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プロジェクト概要

Year 2025 Year 2026 Year 2027 Year 2028

Development of TCDP Realizing the TCDP
1st TWGs 2nd TWGsPR/R TCDPW/S W/S Institutional Dev., Pilot project(s), Monitoring

Three-year Project

We are here!

July JulySep.

インドネシア国新首都圏3都市開発計画策定プロジェクトプロジェクトタイトル
インドネシアの新首都ヌサンタラ（IKN）、バリクパパン市、サマリンダ市の3都
市を対象に、3都市の広域計画としてのTri-City Development Plan (TCDP)を策定し、
かつ3都市連携に係る実施体制構築に向けた提案等を行うことにより、経済・社
会・環境の3つの側面で3都市間の相互補完的で持続可能なまちづくりの推進に貢
献するもの。

業務概要

ヌサンタラ新首都、バリクパパン市、サマリンダ市
及びクタイカルタネガラ県、PPU県プロジェクトエリア
国家開発省（BAPPENAS）
ヌサンタラ新首都庁（OIKN）、東カリマンタン州、バリクパパン市、サマリン
ダ市及びクタイカルタネガラ県、PPU県

尼側プロジェクト実施機関

2025年7月11日〜2028年7月10日(約36カ月)プロジェクト実施期間
スケジュール

出典:JET作成
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プロジェクトエリア

サマリンダ市

バリクパパン市

Kutai Kartanegara 
Regency

PPU Regency

IKN

East Kalimantan Province and the 
Surrounding Regions 

Tri-City Regionシンガポール

ジャカルタ

サマリンダ市

バリクパパン市

PPU県(市と同格)

Kutai Kartanegara県
(市と同格)

新首都(IKN)
※OIKNは中央官庁扱い

出典:JET作成



プロジェクトエリアの概要
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バリクパパン市
- 新首都への「ゲートウェー」

として、更なる発展が期待

サマリンダ市
- 「州都」として、新首

都と共に成⻑

ヌサンタラ
- 政府コアエリアの開発は軌

道に乗り、今後、2045年
の完全移転に向けて、段階
的に都市開発を本格化

PPU県
- 天然資源と戦略的立地
- ヌサンタラの玄関口と

して成⻑

クタイカルタネガラ県
- 東部グリーン産業開発と北部

エコツーリズム・食料産業に
よるIKN開発との連携・支援

出典:JET作成

本資料はJICAが実施する技術協力事業の一環で、パシフィックコンサルタンツ株式会社が作成し、
2026年1月23日の「インドネシア新首都ビジネスセミナー」で発表した内容を抜粋したものです。
資料に含まれる情報は最新のものでない可能性があります。



| 30

周辺都市等の概況
ーバリクパパン市ー

出典:Balikpapan市提供資料
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周辺都市等の概況
ーバリクパパン市ー

出典:Balikpapan市提供資料
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周辺都市等の概況
ーサマリンダ市ー

（概要）
 サマリンダ市の面積は 71,678.36

ヘクタール。
 市域の全てが クタイ・カルタネ

ガラ県に隣接している。
 2024年の人口は 881,225人。
 人口増加率の平均は 1.14％。
 経済への主要な貢献セクターは

以下の3つ：
• 建設業卸売・小売業
• 自動車・バイクの修理業
• 鉱業・採石業

出典:Samarinda市提供資料よりJET作成

本資料はJICAが実施する技術協力事業の一環で、パシフィックコンサルタンツ株式会社が作成し、
2026年1月23日の「インドネシア新首都ビジネスセミナー」で発表した内容を抜粋したものです。
資料に含まれる情報は最新のものでない可能性があります。



| 33

周辺都市等の概況
ーサマリンダ市ー

Infrastructure Sector
 道路・交通インフラの整備によ

るアクセシビリティと接続性の
向上（スカイトレイン構想、サ
マリンダ―クタイ・カルタネガ
ラ―IKN間の有料道路整備）

 安全で安定した飲料水供給の確
保、ならびに廃棄物発電
（Waste to Energy）を含む循
環型廃棄物管理の導入を進める。

Environment Sector
 旧鉱山跡地の環境修復・再生
 水門（スルース）整備による洪

水制御対策

Socio-Cultural Sector
 技術指導やベンチマーク調査

による人材育成・能力強化
 高等教育機関や医療機関（大

学・病院）の建設を通じて、
教育・医療基盤を強化する。

Economic Sector
 観光分野：リバーサイドツアー、ウェ

ルネス観光、サマリンダ・テラス、ス
パ施設、医療観光（心臓専門医療な
ど）の開発を進める。

 農業・プランテーション分野：バナナ
の製粉加工工場、パーム油（CPO）工
場、RPH（食肉処理施設）やRPUの
整備を進め、クカル地域の農場やサマ
リンダ市への主要進入ルート（タナ・
メラ、ニュー・ホープ、ロア・ジャナ
ンKM1、ブキット・ピナン、パララン
方面）を拠点として都市への供給体制
を強化する。

出典:Samarinda市提供資料よりJET作成
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周辺都市等の概況
ークタイカルタネガラ県ー

Area :7,891.13 km2,  Population : 789,767 (mid 2024 estimate) 

出典:Kutai Kartanegara県提供資料よりJET作成
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周辺都市等の概況
ーPenajam Paser Utara県ー

（基礎情報）
• ペナジャム・パセル・ウタラ（PPU）県の面積は 3,333.06

km² で、東カリマンタン州では 4番目に小さい自治体。
• 2020年国勢調査の推計人口は 196,566人。
• 2022〜2023年の年間人口増加率は 7.39％ と、高い成⻑率を

示している。

（PPU県の潜在力と課題）
• 文化・歴史観光の強化や MSME（中小零細企業）製品の開発

が必要。
• 海岸線で侵食（アブレージョン）や堆積が発生。
• 洪水、地滑り、⻯巻に類似した突風などの災害リスクが高い。
• 農地から非農業用地への土地転換が増加。
• 廃棄物管理の施設・インフラが不足している。
• 集落間をつなぐ道路や橋の整備が必要。道路網の質改善の

ニーズ。
• 排水（ドレナージ）システムが不均衡で整備が十分でない。
• 街路灯のインフラが不足している。

出典:Penajam Paser Utara県提供資料よりJET作成

本資料はJICAが実施する技術協力事業の一環で、パシフィックコンサルタンツ株式会社が作成し、
2026年1月23日の「インドネシア新首都ビジネスセミナー」で発表した内容を抜粋したものです。
資料に含まれる情報は最新のものでない可能性があります。
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IKN及び周辺都市との連携による
産業クラスター形成

出典:OIKN提供資料

本資料はJICAが実施する技術協力事業の一環で、パシフィックコンサルタンツ株式会社が作成し、
2026年1月23日の「インドネシア新首都ビジネスセミナー」で発表した内容を抜粋したものです。
資料に含まれる情報は最新のものでない可能性があります。
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東カリマンタン州
• 経済の多角化と産業化の支援
• IKNスーパーハブに向けたサプラ

イチェーン強化
• インフラ開発と地域連結性の拡大
• 持続可能性および環境レジリエン

スへの投資
• 人材能力向上における協力

IKN
• KIPP内で4つのセクター（住宅、社

会・文化、ビジネス、インフラ等）で
約150の投資機会

クタイカルタネガラ県
• 地域基盤インフラと接続性の強化（道路、公共

施設、公共サービスなどの整備）
• 研究開発（R&D）、職業訓練、人材育成の強化
• グリーン産業技術の導入（CCUS、廃棄物管理

などの環境対応技術）
→PPP事業への参画、産業JVへの参画（地方政府
系企業（BUMD）と共同で事業所有・運営に参
加）、産業研修センター パートナーシップ

バリクパパン市
• カリヤンガオ工業団地、観光セクター、

海岸沿い大規模埋立開発、病院、ロジ
スティクスセクター、住宅セクターへ
の投資期待

サマリンダ市
• 廃棄物処理、防災、グリーン産業など

の分野で技術や専門知識を獲得したい。
• サマリンダにおける投資インセンティ

ブ制度や重点プロジェクトについて、
日本企業から意見を得たい。

• 人材育成分野での協力を進めたい。
PPU県
• ヌサンタラ新首都の玄関口として、再

生可能エネルギー、海洋資源、アグロ
産業などで有望な投資地域。

• インフラ・不動産開発が進展し、投資
機会が拡大中。

• 天然資源と戦略的立地により、収益性
と持続可能性の高い投資先。

出典:各種資料よりJET作成

本資料はJICAが実施する技術協力事業の一環で、パシフィックコンサルタンツ株式会社が作成し、
2026年1月23日の「インドネシア新首都ビジネスセミナー」で発表した内容を抜粋したものです。
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現況及び課題の分析
 TWGを通じた現況及び課題分析

TCDP開発ビジョン及び開発戦略
 TCDP開発ビジョン
 社会経済フレームワーク
 TCDP開発戦略
 開発代替シナリオの作成,代替案の評価
 交通需要予測

空間計画（広域⼟地利⽤計画）とインフラ開発計画/主要セク
ター別開発戦略

 宅地,道路,公共交通,空港,港湾,上下水,廃棄物,電⼒,防災等
優先プログラム事業と実施戦略

 プロジェクトロングリストの作成
 優先順位軸の提案と優先プログラム･事業の選定
 実施戦略

TCDP実施促進のた
めの体制構築及び関
係機関の能⼒強化
連携･調整メカニズ
ム及びプラット
フォーム等の組織体
の設置,運営規定の
検討
(必要に応じ)ドナー
コミュニティ会合の
設置
運営規定の承認支援

パイロットプロジェクトの実施 個別事業の実施体制構築
（事業財務分析、実施機関の
特定、実施フローの提案）
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本邦企業との
意⾒交換

出典:JET作成

本資料はJICAが実施する技術協力事業の一環で、パシフィックコンサルタンツ株式会社が作成し、
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THEMES

「新首都圏3都市開発計画策定プロ
ジェクト」の検討状況

TWG

Economic and 
Industrial Develop.  
+ Investment 
Promotion

2-1 Low Carbon and Renewable Energy Promotion
2-2 Advanced Chemical + Pharmaceutical Promotion
2-3 Clean Technology and Green Industry Promotion

Environmental 
Sustainability + 
Climate Change 
Adaptation

Social, Cultural, and 
Gender-Related 
Development

3-1 Restoration + Redevelopment of Ex-Mining Sites
3-2 Forest Habitat and Resources Management
3-3 Watershed Protection + Resource Development

4-1 Human Development (Healthcare/Schooling)
4-2 Reducing Urban-Rural Disparity (Income/QoL)
4-3 Reducing Gender Disparity (Income/Health)

2

3

4

Regional and Urban 
Spatial Planning + 
Infrastructure 
Development

1-1 Regional Spatial Structure Plan + Land Use Plan
1-2 Regional Integrated Transport + Logistics Plan
1-3 Affordable Housing and Slum Alleviation1

各都市・地域間の連携による相互補完的で持続可能なエコシステムの構築を目指し、4つのテーマで議論を進
めているところ。

本資料はJICAが実施する技術協力事業の一環で、パシフィックコンサルタンツ株式会社が作成し、
2026年1月23日の「インドネシア新首都ビジネスセミナー」で発表した内容を抜粋したものです。
資料に含まれる情報は最新のものでない可能性があります。

2-4 Eco-Tourism + Wellness Tourism Promotion
2-5 Human Resource Development
2-6 Sustainable Agriculture + Fishery Promotion

3-4 Flooding Countermeasures / Disaster Prevention 
3-5 Data-Based Environmental Policy-Making
3-6 Strategy on Environmentally Sustainable Society 

4-4 Improved Living Standard in Slum Settlements
4-5 e-Governance + Citizen Participation
4-6 Promotion of Local and Tribal Cultures

1-4 Rural Development + PPU/Kukar Integration
1-5 Water Resource Development + Infrastructure
1-6 Sewage and Waste Disposal Management
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